
毎 週（火・金）曜 日 発 行　　　京  都  府  公  報　　第83号 　令和２年２月25日　火曜日

ページ

117

〒602-8570 京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町

発行所　　京 都 府
政 策 法 務 課
電  話 （075） 414-4037

〒602-8048 京都市上京区下立売通小川東入　　　　

印刷所　　中 西 印 刷 株 式 会 社
電  話 （075） 441-3155

　告　　　　示　

京都府告示第92号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定に
より、指定医療機関を次のとおり指定した。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

告　　　　　示

○生活保護法に基づく指定医療機関の指定 
 （地域福祉推進課）  117
○生活保護法に基づく指定医療機関の変更 
 （　　　〃　　　）  118
○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 
 （　　　〃　　　）   〃
○生活保護法に基づく指定介護機関の変更 
 （　　　〃　　　）   〃
○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 
 （　　　〃　　　）  119
○生活保護法に基づく指定施術機関の指定 
 （　　　〃　　　）   〃
○生活保護法に基づく指定施術機関の廃止 
 （　　　〃　　　）   〃
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定医療機関の指定 （　　　〃　　　）   〃
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定医療機関の変更 （　　　〃　　　）  120

○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定医療機関の廃止 （地域福祉推進課）  120
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定介護機関の変更 （　　　〃　　　）   〃
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定介護機関の廃止 （　　　〃　　　）  121
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定施術機関の指定 （　　　〃　　　）   〃
○中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定
配偶者の自立の支援に関する法律に基づ
く指定施術機関の廃止 （　　　〃　　　）   〃
○保安林の指定施業要件の変更予定の通知 
 （南丹広域振興局）  122
○都市計画道路事業の事業計画の変更認可 
 （道路建設課）   〃
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定により、次のとおり指定医療機関から廃止の届出が
あった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第93号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規
定により、次のとおり指定医療機関から変更の届出が
あった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第94号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２の規

京都府告示第95号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条の２の規定により、次のとおり
指定介護機関から変更の届出があった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第99号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第49条の規定により、指定医療機関を次のとおり指
定した。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第97号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の
規定により、指定施術機関を次のとおり指定した。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第98号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項に
おいて準用する同法第50条の２の規定により、次のとお
り指定施術機関から廃止の届出があった。

京都府告示第96号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条の２の規定により、次のとおり
指定介護機関から廃止の届出があった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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京都府告示第101号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第50条の２の規定により、次のとおり指定医療機関
から廃止の届出があった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第100号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第50条の２の規定により、次のとおり指定医療機関
から変更の届出があった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第102号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条
の２第４項において準用する同法第50条の２の規定により、次のとおり指定介護機関から変更の届出があった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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京都府告示第105号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第55条第２項において準用する同法第50条の２の規
定により、次のとおり指定施術機関から廃止の届出が
あった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第104号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国し
た中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する
法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその
例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144
号）第55条第１項の規定により、指定施術機関を次のと
おり指定した。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

京都府告示第103号

　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律
（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条
の２第４項において準用する同法第50条の２の規定により、次のとおり指定介護機関から廃止の届出があった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　
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　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所
　　船井郡京丹波町（次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的
　　水源の涵

かん

養
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当

該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計
画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹
種

　　　次のとおりとする。
　（「次の図」 及び「次のとおり」は、省略し、その図
面及び関係書類を京都府南丹広域振興局農林商工部森づ
くり推進室及び京都府農林水産部森の保全推進課におい
て縦覧に供する。なお、京丹波町役場においてその図面
及び関係書類を閲覧することができる。）

京都府告示第108号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の
規定により、京都都市計画（京都国際文化観光都市建設
計画）道路事業（平成29年京都府告示第603号）の事業
計画の変更を次のとおり認可した。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　施行者の名称
　　京都市
２　都市計画事業の種類及び名称
　　京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）道
路事業
　　３・４・126号　大和大路本町通
３　事業施行期間
　　平成29年11月６日から令和６年３月31日まで
４　事業地
　　変更なし

京都府告示第106号

　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において
準用する同法第29条の規定により、次のとおり保安林の
指定施業要件を変更する予定である旨農林水産大臣から
通知があった。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所
　　南丹市（次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的
　　土砂の流出の防備
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当

該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計
画で定める標準伐期齢以上のものとする。

　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹
種

　　　次のとおりとする。
　（「次の図」 及び「次のとおり」は、省略し、その図
面及び関係書類を京都府南丹広域振興局農林商工部森づ
くり推進室及び京都府農林水産部森の保全推進課におい
て縦覧に供する。なお、南丹市役所においてその図面及
び関係書類を閲覧することができる。）

京都府告示第107号

　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の３において
準用する同法第29条の規定により、次のとおり保安林の
指定施業要件を変更する予定である旨農林水産大臣から
通知があった。
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京都府告示第109号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の
規定により、京都都市計画（京都国際文化観光都市建設
計画）道路事業（平成30年京都府告示第251号）の事業
計画の変更を次のとおり認可した。

　令和２年２月25日
京都府知事　西　脇　　隆　俊　

１　施行者の名称
　　京都市
２　都市計画事業の種類及び名称
　　京都都市計画（京都国際文化観光都市建設計画）道
路事業
　　３・４・136号　桂寺戸線
３　事業施行期間
　　平成30年４月27日から令和２年９月30日まで
４　事業地
　　変更なし


